「令和７年度仙台市私立幼稚園補助金事務の手引き」より抜粋　　　　　　　　　　（両面印刷です）
仙台市私立幼児教育施設補助金
１　制度の概要
仙台市では、幼児教育の振興と充実を図るとともに、安全で良好な幼児教育環境の維持に寄与することを目的に、次の事業に対して補助金を交付しています。
①改築事業（学校法人立以外の私立幼稚園に限る）　②下水道等の整備事業　③改修事業
(1)　補助対象事業

補助金の対象となる事業は、上の３つの事業に限られますが、例えば改築事業といってもすべてに補助金が出るのではなく、各事業が次にあげる条件を満たしていることが必要です。

①　改築事業（学校法人立以外の私立幼稚園に限る）

老朽（※）又は災害等やむを得ないと市長が認める理由により園舎を建て替えること。

ア　「改築」とは、園舎を取り壊して再度建築するものをいい、園舎の改装や補強などの事業は含みません。
イ　園舎の一部改築については、調査の上、補助の対象となるかどうか市長がその都度認定します。
②　下水道等の整備事業
公共下水道に排水するために行われる新規整備事業であること。
例えば埋め込み式のし尿浄化槽を設け簡易水洗トイレにするなど公共下水道を利用しないものや、トイレを倉庫に改装するなどトイレ本来の機能を損なうものについては該当しません。
③　改修事業
老朽（※）又は災害等やむを得ないと市長が認める理由により行われる園舎の一部を補修する事業であり、事業費が100万円以上のものであること。
園舎の建物に係る事業が対象であり、幼稚園敷地周囲のフェンスや園具・教具の補修については対象となりません。また、単に模様替えなどを目的とした事業についても対象とはなりません。
（※）「老朽」とは、園舎を建築してから木造にあっては概ね25年、非木造にあっては概ね50年を経過している状態を基準とします。

　

(２)　補助対象経費

各事業に必要な経費のうち、補助の対象となるのは次のとおりです。
①　改築事業
ア　本体工事費（建物の躯体工事、仕上げ関係工事、雑工事等の経費）
イ　附帯工事費（本工事に附帯する工事中、電気設備工事、機械設備工事、給排水・衛生工事等の経費） 
ウ　施設設備の工事費及び園具・教具の購入費
(ァ)　「施設設備」とは、幼稚園設置基準第９条及び第11条に規定するものです。
（職員室、保育室、便所、足洗い用設備、放送聴取設備、映写設備、水遊び場等）
(ィ)　「園具・教具」とは、幼稚園設置基準第10条に規定するものです。
（机、いす、黒板、すべり台、積木、図書類、楽器類、保健衛生用具等）
②　下水道等の整備事業

ア　公共下水道から敷地内への排水管引き込み工事の経費（当該工事が市費負担により行われる場合を除く）
イ　排水設備工事費（屋内排水管敷設工事、洗面器・便器の取り付け又は改造工事等の経費）

ウ　当該事業に直接関係する大工工事費

③　改修事業（次の経費の合計額から100万円を差し引いた経費）

ア　園舎改修の本工事費（建物及び施設設備の躯体工事、仕上げ関係工事、雑工事の経費）

(ァ)　「施設設備」とは、幼稚園設置基準第９条及び第11条に規定するものです。
（職員室、保育室、便所、足洗い用設備、放送聴取設備、映写設備、水遊び場等）
イ　設備等工事費（本工事に附帯する工事中、電気設備工事、機械設備工事、給排水・衛生工事等の経費）
※　予備調査の段階で、補助対象経費に該当することを十分確認していただきますようお願いします。

(３)　補助金額

補助金の額は、次により算出します。

（補助の対象となる経費－他の補助金－寄附金）×　１／３　以内

ただし、次の金額が限度額になります。

①改築事業
20,000,000円

②改修事業　　　　　　　　5,000,000円

※　あくまで予算の範囲内で補助を行うものです。事業に手を挙げた園の数が多い年など、年度によってはより緊急性の高い事業から優先的に補助をさせていただく場合もありますので、ご了承ください。
(４)　事前協議の実施

申請の前に、当該事業について協議を行います。これは、当該事業が補助の対象となるかどうか仙台市が事前に確認するためのものです。
事業内容の確認と予算編成の参考とするため、前年度の７月頃に予備調査を行います。予備調査の段階では、調査票をご提出いただきます（添付書類は不要です。）。
なお、この事業は予算の範囲内で行うもので、原則として予備調査時の対象経費に対して補助を行うことになります。したがって、事業内容を十分検討のうえ、事務を進めるようにしてください。
また、事前協議では、事業計画書（事前協議用）、設計図・概略図、設計書（工事内訳明細書を含む）等の書類の提出をしていただきます。これらの書類が期限までに提出されない施設については、補助事業の対象外となりますのでご注意ください。

２　年間スケジュール

事務は、次のような流れで行われます。（令和８年度に事業を行う場合）

(1)　予備調査
令和７年７月頃

(2)　事前協議
令和８年1月頃

(3)　補助金の交付申請（補助事業の採択の内示の後）　
令和８年4月から

(4)　交付決定通知書の受領

(5)　着工届の提出（事業の着工後）

(6)　実績報告等の提出（事業完了の日から７日を経過した日までに）

(7)　補助金確定通知書の受領

(8)　補助金の受領
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